（別添１）
平成１９年度障害者保健福祉推進事業実施計画書及び所要額内訳書
	都道府県名、市町村名又は公益法人等名

	特定非営利活動法人ソレイユ


1． 事業実施計画書

	事業区分
	一般
	○
	指定
	
	指定テーマ番号
	


	①事業名


	障害のある人の就業生活の確立に向けて－その支援と受け入れに関する研究

	②事業概要


	障害者自立支援法の本格施行により、障害のある人の地域生活を支援する取り組みが全国各地でなされている。なかでも就労移行支援事業においては、障害のある人が働くための支援体制の確立が急務とされているが、授産施設等における支援者の養成と企業側の受け入れ体制の整備が喫緊の課題である。

本プロジェクトは、昨年度のオピニオン・リーダーのご協力により作成した書籍を、全国からの要望に応えて相当数（３５００冊）配布したが、さらに、精神障害者の就労支援や企業が行うＡ型事業、養護学校等が主体となり行われている就労支援等をさらに精査し、完成度が高く利便性のある情報提供誌を作成する。また、既設のプロジェクトと協力するなどして、施設等の支援者や企業の人事関係者に対する研修会やフォーラムを開催し、具体的で効果的な人材養成および市民の理解の喚起を図ることを目指す。


	③国庫補助所要額
	５１９５千円

	④事業実施予定期間
	平成１９年　６月　日から　平成２０年３月３１日　まで

	⑤事業実施予定場所
	主に西日本

	⑥事業内容
	1　プロジェクト研究会

　　昨年度と同様のオピニオン・リーダーや企業関係者など、新たな参画を仰いで、施設・企業における就労支援が直面する課題について多角的に分析・検討・精査し、先の研究成果に付言してより完成度の高い情報誌を作成する。
　　その事業遂行にあたり、先駆的な施設・企業・係諸機関の視察や必要な研究会などにメンバーを随時派遣する。

Ⅱ　職場適応援助者の養成研修会
　①実施予定日時：平成１９年秋（１０月から１１月）全1週間程度

　②実施予定場所：広島県内

　③具体的な内容：

　　　参加者２０名、講師２０名の規模で、数日間に渡り、多角的な視点からの講義およびパネルディスカッション、分科会等を実施する。

　　　主な参加対象者は、障害のある人の就労生活の支援に関わる人で、福祉施設職員、就労支援者等ならびに企業関係者、教育機関関係者、行政担当者等

④タイムテーブル

１日目　職業リハに関する中央情勢報告・職業リハ概論・制度

２日目　就業・生活支援の意味

３日目　就労支援の実際

４日目　企業の視点・業務分析・工程分析など

５日目　企業実習

６日目　企業実習

７日目　プレゼンテーション（成果の公表）
Ⅲ　「障害のある人の働く暮らしを支える」市民フォーラム開催

　　教育機関（大学）や就業・生活支援センター、行政機関・企業関係者などと共催して、研究成果を問う一般市民対象のフォーラムを開催する。
Ⅳ　全体のタイムスケジュール

事務局を組織し諸般の事務および日程調整を行なう（平成１９年６月）

オピニオン・リーダーへの参加依頼、プロジェクト立ち上げ（平成１９年６月）

研究会の開催（年数回）
職場適応援助者養成講習会

市民フォーラム開催（事業の総括と成果の公表）
Ⅴ　本事業の総括

本事業の成果として書籍を発行し、広く全国に配布し、就労支援の必要性を唱えるとともに、その認識を共有する。


	⑦事業の効果及び活用方法
	本事業は、就労を通じて「障害のある人の当たり前の生活」を確立することを願うもので、全国レベルのオピニオン・リーダーの参画を仰いで、その実践を通してさまざまな分野における意識啓発とネットワークの構築、より具体的には職場適応援助者の養成への参画を目指す。　
この取り組みが就労支援に関する理念と方法論への理解を深め、支援者や企業における人事担当者の積極的な関与が期待でき、障害のある人の豊かな地域生活に資することが期待される。


（注） １．事業ごとに別葉とすること。
２．事業区分は、一般公募枠の提案は「一般」、指定テーマ枠の提案は「指定」欄に○印を記入し、指定テーマの場合はテーマ番号を細区分まで記入すること。
３．②は、実施する事業の目的、内容等を２５０文字以内で的確かつ簡潔に記入すること。
４．⑥は、実施する事業の事業項目、客体、事業の実施方式等を具体的かつ詳細に記入すること。当該欄に記入困難な場合は任意様式で提出することも可。また、事業の実施に当たって参考となる資料があれば添付すること。
５．⑦は、実施する事業の効果と活用方法を具体的に記入すること。
６．調査事業に関する事業については、別添１－２「調査事業計画書」を添付すること。

（別添２）
２．所要額内訳書
	都道府県名.市町村名又は公益法人等名

	特定非営利活動法人ソレイユ


	経費区分
	対象経費の

支出予定額
	積算内訳
	備考

	旅　　　費

(交通費含む)

謝　　　金

会　議　費

印刷製本費

通　信　費　　　

消 耗 品 費

賃　　　金

	1,530,000円

800,000円

1260,000円

1,000,000円

50,000円

50,000円

505,000円


	他県において視察を実施（4箇所）

宿泊費　　　　　　　　　　　　　　　　　　100,000円
交通費（駐車場料金含む）　　　　　　　　　200,000円

フォーラム開催に係る講師旅費

宿泊費　＠２０人　　　　　　　　　　　　　600,000円

交通費　＠２０人　　　　　　　　　　　　　600,000円

事務局

交通費　＠３人　　　　　　　　　　　　　　　30,000円

講師謝金 ２０人＠４０，０００　　　　　　　800,000円

打ち合わせ ２４人 ＠５，０００×３回　　　360,000円

フォーラム ２４人 ＠５，０００×５日　　　600,000円

会場借上げ代　＠６０，０００×５日　　　　300,000円

郵便料金等　　　　　　　　　　　　　　　　　50,000円

文具、資料作成用の用紙代等　　　　　　　　　50,000円

事務局３人 ＠１５，０００×９ヶ月　　　　　405,000円

アルバイト(フォーラム)　２人　＠10,000×５日間　

100,000円
	

	合計
	5,195,000円
	
	


（注） １．協議する事業ごとに別葉とすること。
２．対象経費ごとに区分して記入すること。
